










































































































































































































































































が，1942年に戦時立法として統一所得課税制度[The Income Tax Act,
The Income Tax (Assessment)Act, The StatesGrants (Income Tax Reimburse-





































































(Stump duties on quoted marketable securities)が，2005年７月１日から預金引
き出し，カード決済税(debits tax)を廃止することが約束された。また，こ
の他，州政府はＧＳＴの導入にあわせてギャンブル税の税率調整を行うこ
とも決定された。
　第五は，ＧＳＴ徴収業務および徴税コストの負担についてである。 GST
は国税庁(Australian taxationoffice)が徴収するが，国税庁がＧＳＴを徴収す
るにあたってかかる毎年の税務行政費は，州政府が連邦政府に支払うこと
になる。
　第六は，首相会議に代わり，閣僚評議会が設立されることについてであ
る。 ＧＳＴ導入後は，連邦・州蔵相からなる閣僚評議会(Ministerial Council)
　　　　　　表８　税制改革による政府間歳出配分，税源配分の変化
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が設けられ，政府間合意がきちんと実施されているかどうかが監督される。
閣僚評議会は，連邦交付金委員会が計算する一人当たりの相対的税収必要
係数についても検討する。
　こうした税制改革の結果，財・サービス税は連邦税として位置付けられ
ることになった。一方，州政府に対しては，各州税および財政援助補助金
を廃止する見返りとして財・サービス税税収を全額補助金として配分し，
さらに移行措置として，改革前の財政援助補助金とほぼ同額の補てんを講
じることになった。
　表８は，税制改革前後のオーストラリアの政府間歳出配分，税源配分の
変化を示している。 1998-99年と1999?ＯO年は改革前の配分を，2000-01
年は改革後の配分を示している11)。表にみられるように，オーストラリア
の政府間財政関係は，税制改革に伴い，歳出配分と税源配分の双方で集権
化が一層進むことになった。
６　結論
　現在のオーストラリアの政府間財政関係では，財源の多くが連邦政府に
集中しており，インフラ整備，教育，保険及び医療などで主要なサービス
提供主体となる州・地方政府は，自らの歳出をまかなうにあたり十分の税
収を有していない。そこでは，不足する財源の多くを連邦政府からの財政
移転にたよった財政運営が行われている。こうしたオーストラリア政府間
財政関係での垂直的不均衡は，政府間で不必要なコントロールや依存関係
を生むことになり，ひいては公共部門の財政運営の非効率をもたらしてい
るのではないかという指摘が以前から様々な形でなされてきた。
　この論文では，オーストラリアでの財政分権化や州・地方政府へ税源移
譲と政府活動での効率性の関係を実証的に分析した。ここで得られた結論
は，オーストラリアは，連邦国家でありながら，財政運営で分権的にガバ
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ナンスを行うことで得られる経済的便益を十分享受しておらず，今後さら
に立憲段階で財政分権化や州・地方政府へ税源移譲を進めることは，政府
活動全体の効率化につながる可能性があることを明らかにした。しかし，
現行のオーストラリア憲法では，課税権や政府間での財源賦与等の規定に
あたって，財政分権化を阻む制約や負の誘因が存在しており，その実施を
妨げている。この点に関しては，高等裁判所なども財政分権化について消
極的な立場を取り続けてきた。よって，オーストラリアの公共部門での効
率性を改善するには，憲法90条の解釈をゆるめることによる消費課税の
導入や，憲法96条で保障されている政府間補助金への州・地方政府の依
存を断ち切るために，州所得税の導入を働きかけるといった連邦政府から
地方政府への税源移譲を行う必要がある。
　オーストラリアでは2000年７月から税制改革が行われたが，改革によ
り財・サービス税が連邦税として規定され，その財源が州政府に交付金と
して配付されることになり，政府間での歳出および財源配分の集権化が一
層進むことになった。今後のさらなる税制改革の課題としては，財・サー
ビス税をそのまま連邦税にとどめておくというのではなく，財・サービス
税を連邦と州との間の共通税として位置付け，租税の徴収および配分にあ
たり州政府のより一層のコミットメントを認めるといった選択肢なども検
討されるべきである。
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